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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,422 21,277

受取手形及び売掛金 24,460 30,090

有価証券 0 －

商品及び製品 3,125 3,228

仕掛品 5,351 4,167

原材料及び貯蔵品 5,029 5,057

繰延税金資産 151 1,300

その他 1,422 1,980

貸倒引当金 △320 △412

流動資産合計 60,644 66,690

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  19,573 ※1  25,323

減価償却累計額 △5,725 △6,010

建物及び構築物（純額） 13,847 19,312

機械装置及び運搬具 ※1  9,086 ※1  9,122

減価償却累計額 △6,492 △6,735

機械装置及び運搬具（純額） 2,594 2,386

工具、器具及び備品 5,464 5,577

減価償却累計額 △3,994 △4,115

工具、器具及び備品（純額） 1,470 1,461

土地 ※1  6,747 ※1  6,850

リース資産 211 66

減価償却累計額 △98 △40

リース資産（純額） 112 26

建設仮勘定 1,063 1,043

有形固定資産合計 25,835 31,081

無形固定資産   

のれん 945 1,006

その他 1,667 2,275

無形固定資産合計 2,613 3,282

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  5,046 ※2  5,808

長期貸付金 1,925 1,923

繰延税金資産 52 53

その他 ※2  5,020 ※2  2,454

貸倒引当金 △314 △193

投資その他の資産合計 11,730 10,045

固定資産合計 40,179 44,409

資産合計 100,823 111,099
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,697 11,846

短期借入金 6,339 5,471

1年内返済予定の長期借入金 112 1,071

リース債務 86 10

未払法人税等 554 1,025

繰延税金負債 21 －

賞与引当金 954 1,304

工事損失引当金 1,224 2,792

完成工事補償引当金 293 163

損害補償損失引当金 － 140

前受金 6,116 7,751

その他 5,258 6,054

流動負債合計 31,659 37,634

固定負債   

長期借入金 4,556 3,612

リース債務 26 15

繰延税金負債 317 1,329

退職給付引当金 4,245 4,261

長期未払金 207 191

固定負債合計 9,353 9,409

負債合計 41,013 47,043

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,533 12,533

資本剰余金 14,565 14,565

利益剰余金 46,161 49,228

自己株式 △122 △126

株主資本合計 73,138 76,201

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 215 834

繰延ヘッジ損益 － 0

為替換算調整勘定 △17,962 △17,496

評価・換算差額等合計 △17,747 △16,661

少数株主持分 4,418 4,516

純資産合計 59,810 64,056

負債純資産合計 100,823 111,099
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 107,609 106,137

売上原価 ※2, ※6  88,585 ※2, ※6, ※8  85,857

売上総利益 19,023 20,279

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  16,454 ※1, ※2  14,991

営業利益 2,568 5,288

営業外収益   

受取利息 613 396

受取配当金 153 186

助成金収入 － 240

雑収入 354 312

営業外収益合計 1,121 1,135

営業外費用   

支払利息 368 229

為替差損 513 39

雑損失 263 101

営業外費用合計 1,145 370

経常利益 2,544 6,053

特別利益   

固定資産売却益 ※3  682 ※3  11

投資有価証券売却益 0 155

貸倒引当金戻入額 8 －

集約化特別助成金 100 100

特別利益合計 790 266

特別損失   

固定資産売却損 ※4  107 ※4  17

固定資産除却損 ※5  587 ※5  128

減損損失 ※7  111 －

投資有価証券売却損 0 3

投資有価証券評価損 349 6

たな卸資産評価損 ※6  915 －

特別損失合計 2,070 156

税金等調整前当期純利益 1,264 6,163

法人税、住民税及び事業税 914 1,688

法人税等調整額 356 △591

法人税等合計 1,271 1,096

少数株主利益 642 1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 12,533 12,533

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,533 12,533

資本剰余金   

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

利益剰余金   

前期末残高 48,710 46,161

当期変動額   

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 ※4  △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

当期変動額合計 △2,548 3,066

当期末残高 46,161 49,228

自己株式   

前期末残高 △116 △122

当期変動額   

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △122 △126

株主資本合計   

前期末残高 75,693 73,138

当期変動額   

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 ※4  △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △2,554 3,062

当期末残高 73,138 76,201
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,403 215

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,188 618

当期変動額合計 △1,188 618

当期末残高 215 834

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 1 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 0

当期変動額合計 △1 0

当期末残高 － 0

為替換算調整勘定   

前期末残高 △13,881 △17,962

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,081 466

当期変動額合計 △4,081 466

当期末残高 △17,962 △17,496

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △12,476 △17,747

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,270 1,085

当期変動額合計 △5,270 1,085

当期末残高 △17,747 △16,661

少数株主持分   

前期末残高 5,138 4,418

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △719 97

当期変動額合計 △719 97

当期末残高 4,418 4,516

純資産合計   

前期末残高 68,355 59,810

当期変動額   

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 ※4  △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

自己株式の取得 △6 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,990 1,183

当期変動額合計 △8,545 4,245

当期末残高 59,810 64,056
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,264 6,163

減価償却費 2,600 2,365

工事損失引当金の増減額（△は減少） 266 1,544

受取利息及び受取配当金 △766 △583

支払利息 368 229

固定資産売却損益（△は益） △575 －

たな卸資産評価損 915 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,821 △5,123

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,372 1,221

仕入債務の増減額（△は減少） 261 888

投資有価証券売却損益（△は益） － △151

前受金の増減額（△は減少） 614 1,498

その他 △15 △103

小計 9,126 7,948

法人税等の支払額 △694 △1,246

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,431 6,701

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14,141 △7,182

定期預金の払戻による収入 1,009 5,996

有形固定資産の取得による支出 △2,313 △5,424

有形固定資産の売却による収入 1,968 －

無形固定資産の取得による支出 － △757

投資有価証券の取得による支出 △704 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 6 457

利息及び配当金の受取額 749 628

その他 △759 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,185 △6,308

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,697 △886

長期借入れによる収入 3,760 138

長期借入金の返済による支出 △864 △126

利息の支払額 △385 △237

配当金の支払額 △1,122 △842

少数株主への配当金の支払額 △352 △308

少数株主持分の買取による支出 － △812

リース債務の返済による支出 △114 △86

その他 △6 18

財務活動によるキャッシュ・フロー △781 △3,142

現金及び現金同等物に係る換算差額 △941 344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,477 △2,405

現金及び現金同等物の期首残高 16,866 9,388

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 856

現金及び現金同等物の期末残高 9,388 7,839
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,103 950

受取手形 2,161 1,707

売掛金 ※1  9,269 ※1  10,403

商品及び製品 2,653 2,596

仕掛品 2,692 1,790

原材料及び貯蔵品 2,011 2,214

前渡金 － 0

前払費用 138 161

短期貸付金 540 418

繰延税金資産 － 1,176

その他 246 563

貸倒引当金 △20 △20

流動資産合計 20,798 21,963

固定資産   

有形固定資産   

建物 14,856 18,887

減価償却累計額 △3,969 △4,096

建物（純額） 10,886 14,790

構築物 537 615

減価償却累計額 △310 △281

構築物（純額） 226 333

機械及び装置 5,646 5,441

減価償却累計額 △4,188 △4,215

機械及び装置（純額） 1,458 1,226

車両運搬具 129 134

減価償却累計額 △101 △105

車両運搬具（純額） 28 29

工具、器具及び備品 4,262 4,243

減価償却累計額 △3,130 △3,162

工具、器具及び備品（純額） 1,132 1,080

土地 6,607 6,695

リース資産 211 66

減価償却累計額 △98 △40

リース資産（純額） 112 26

建設仮勘定 922 586

有形固定資産合計 21,374 24,768

無形固定資産   

工業所有権 0 0

ソフトウエア 330 308

施設利用権 427 424

無形固定資産合計 758 733
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 4,318 5,098

関係会社株式 8,582 8,792

関係会社出資金 5,306 5,826

長期貸付金 1,908 1,907

従業員に対する長期貸付金 10 10

関係会社長期貸付金 3,713 3,557

破産更生債権等 192 71

長期前払費用 92 80

敷金 824 881

保険積立金 256 246

その他 467 405

貸倒引当金 △1,004 △894

投資その他の資産合計 24,668 25,983

固定資産合計 46,801 51,485

資産合計 67,599 73,449

負債の部   

流動負債   

支払手形 755 361

買掛金 5,636 5,914

短期借入金 4,640 4,268

1年内返済予定の長期借入金 － 1,000

リース債務 86 10

未払金 1,796 3,017

未払費用 100 106

未払法人税等 122 541

前受金 1,975 2,176

預り金 185 187

賞与引当金 643 768

工事損失引当金 － 1,572

完成工事補償引当金 293 163

設備関係支払手形 311 34

流動負債合計 16,546 20,124

固定負債   

長期借入金 4,500 3,500

関係会社長期借入金 2,946 2,791

リース債務 26 15

繰延税金負債 285 1,284

退職給付引当金 3,847 3,807

長期未払金 207 191

固定負債合計 11,813 11,588

負債合計 28,360 31,713
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,533 12,533

資本剰余金   

資本準備金 14,565 14,565

資本剰余金合計 14,565 14,565

利益剰余金   

利益準備金 1,337 1,337

その他利益剰余金   

配当準備積立金 900 900

研究開発積立金 800 800

固定資産圧縮積立金 3,440 3,318

特別償却準備金 2 0

別途積立金 9,700 3,500

繰越利益剰余金 △4,131 4,075

利益剰余金合計 12,048 13,931

自己株式 △122 △126

株主資本合計 39,025 40,904

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 214 831

評価・換算差額等合計 214 831

純資産合計 39,239 41,735

負債純資産合計 67,599 73,449
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 51,039 51,283

売上原価   

製品期首たな卸高 2,193 2,653

当期製品製造原価 42,971 42,094

合計 45,165 44,748

他勘定振替高 ※8  212 －

製品期末たな卸高 2,653 2,596

売上原価合計 ※1, ※7  42,298 ※1, ※7, ※10  42,151

売上総利益 8,740 9,131

販売費及び一般管理費 ※1, ※3  9,700 ※1, ※3  9,001

営業利益又は営業損失（△） △960 130

営業外収益   

受取利息 84 35

受取配当金 ※2  1,628 ※2  2,257

雑収入 177 383

営業外収益合計 1,891 2,676

営業外費用   

支払利息 142 89

貸倒引当金繰入額 － 9

為替差損 417 45

雑損失 211 51

営業外費用合計 771 194

経常利益 159 2,612

特別利益   

固定資産売却益 ※4  9 ※4  1

投資有価証券売却益 0 155

貸倒引当金戻入額 285 －

集約化特別助成金 100 100

特別利益合計 394 257

特別損失   

固定資産売却損 ※5  29 ※5  7

固定資産除却損 ※6  577 ※6  114

減損損失 ※9  111 －

投資有価証券売却損 0 3

投資有価証券評価損 349 6

たな卸資産評価損 ※7  915 －

特別損失合計 1,983 133

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,428 2,736

法人税、住民税及び事業税 118 613

法人税等調整額 4,332 △602

法人税等合計 4,450 11

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 12,533 12,533

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,533 12,533

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

資本剰余金合計   

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,337 1,337

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,337 1,337

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

前期末残高 900 900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 900 900

研究開発積立金   

前期末残高 800 800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 800 800

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 3,570 3,440

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △130 △121

当期変動額合計 △130 △121

当期末残高 3,440 3,318

特別償却準備金   

前期末残高 3 2

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 2 0
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

別途積立金   

前期末残高 9,700 9,700

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △6,200

当期変動額合計 － △6,200

当期末残高 9,700 3,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,740 △4,131

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 130 121

特別償却準備金の取崩 1 1

別途積立金の取崩 － 6,200

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

当期変動額合計 △6,871 8,206

当期末残高 △4,131 4,075

利益剰余金合計   

前期末残高 19,050 12,048

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

当期変動額合計 △7,002 1,882

当期末残高 12,048 13,931

自己株式   

前期末残高 △116 △122

当期変動額   

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △122 △126

株主資本合計   

前期末残高 46,033 39,025

当期変動額   

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △7,008 1,878

当期末残高 39,025 40,904
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,398 214

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,183 617

当期変動額合計 △1,183 617

当期末残高 214 831

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,398 214

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,184 617

当期変動額合計 △1,184 617

当期末残高 214 831

純資産合計   

前期末残高 47,432 39,239

当期変動額   

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

自己株式の取得 △6 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,184 617

当期変動額合計 △8,193 2,496

当期末残高 39,239 41,735
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平成21年６月25日

フジテック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているフジテック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載の通り、会社は棚卸資産の評価に関する会計基準

を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  洲  﨑  篤  史  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フジテック株式

会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、フジテック株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 



 

  

平成22年６月２日

フジテック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているフジテック株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載の通り、会社は当連結会計年度より工事契約に関

する会計基準及び工事契約に関する会計基準の適用指針を適用している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  太  田     励  ㊞

業務執行社員  公認会計士  木  下  隆  志  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フジテック株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、フジテック株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 



 

  

平成21年６月25日

フジテック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているフジテック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第62期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジテック株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針に記載の通り、会社は棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基

準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の監査報告書
 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  洲  﨑  篤  史  ㊞

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 



 

  

平成22年６月２日

フジテック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているフジテック株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第63期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジテック株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針に記載の通り、会社は当事業年度より工事契約に関する会計基準及び工事契約に関する会

計基準の適用指針を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の監査報告書
 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  太  田     励  ㊞

業務執行社員  公認会計士  木  下  隆  志  ㊞

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 フジテック株式会社 

【英訳名】 FUJITEC CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  内 山 高 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 滋賀県彦根市宮田町591番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 フジテック株式会社 東京本社

 (東京都港区三田三丁目９番６号） 



代表取締役社長 内山高一は、当社の財務報告に係る内部統制の整備および運用に責任を有しており、

企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統

制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組み

に準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いた

しました。    

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。           

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社および連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金

額的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社および全連結子会社を対象として行った全社

的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしまし

た。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね３分の２に達し

ている４事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事

業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金および棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象と

いたしました。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 フジテック株式会社 

【英訳名】 FUJITEC CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  内 山 高 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 滋賀県彦根市宮田町591番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 フジテック株式会社 東京本社

 (東京都港区三田三丁目９番６号） 



当社代表取締役社長 内山高一は、当社の第63期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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